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令和５年度 新技術導入促進計画



新
/
継

重
点
分
野

技術名 ニーズ
対象規模
（※１）

リクワイヤメントの視点（※２） 改定・策定
予定の技術
基準

導入促進
機関① ② ③

継
続
１

②

トンネル発破作
業における自
動化・遠隔化技
術

①切羽に近づかない爆
薬装填
②人力によらない結線
作業
③発破作業時の安全性
確保と労力の低減

約40工事/年
(直轄工事）

切羽から人が
離れた状態で
の爆薬装填
技術

結線作業の
遠隔化・不要
化する技術

不発の確認・
防止、機械
化による省
人化に資す
る技術

ガイドライン
（案）の策定

（一社）日本建
設機械施工協
会

継
続
２

②
舗装工事の品
質管理を高度
化する技術

①砂置換・コア採取に代
わる品質管理手法
②舗装時の温度測定を
リアルタイムで把握
③ICT技術の導入による
品質の向上

約500工事/年
(直轄工事）

施工時の計
測データによ
り密度管理を
実施

舗装時の温
度が110°以
上あることを
自動で計測

面的管理手
法による品
質の向上

土木工事共通
仕様書 等

（一社）日本建
設機械施工協
会

継
続
３

②

ICT・AIを活用し
た道路巡視の
効率化・高度化
技術

①目視に代わり車載カメ
ラやセンサーにより道路
の変状を効率的に把握
②路面の劣化や道路付
属物等の変状を定期
的・定量的に把握
③一般車両から得られ
るデータも活用し、効率
的に維持管理に必要な
道路状況を把握

全国
約122万km

目視によらず
路面の劣化
や道路付属
物等の変状を
把握

道路巡視で収
集した画像
データ等から
変状を自動で
抽出

道路パトロー
ル車両に搭
載可能又は
道路パトロー
ル車両以外
によりデータ
収集可能で、
低コスト

舗装点検要領
（一財）国土技
術研究センター

継
続
４

③
路面太陽光発
電技術

①2050年カーボン
ニュートラルに向け、
再生可能エネルギー
の導入促進

②道路管理用電力への
活用

全国
約122万km

交通荷重や
災害に対す
る耐久性

道路施設へ
の発電効率

低コストで
容易な施
工および維
持管理

舗装の構造
に関する技術
基準

（一財）国土技
術研究センター

令和５年度 新技術導入促進計画 ①

1



新
/
継

重
点
分
野

技術名 ニーズ
対象規模
（※１）

リクワイヤメントの視点（※２） 改定・策定
予定の技術
基準

導入促進
機関① ② ③

継
続
５

②
橋梁の点検支
援技術

①点検実務の省力化
②点検の質の確保・向
上
③点検コストの低減

約72万橋

見えない又
は見えにくい
部材等の状
態をより詳し
く把握できる

構造物の残
存強度を推
定し、診断の
定量化が可
能 従来の近接

目視や監視
に比べて安
価

道路橋定期点
検要領

（一財）橋梁調
査会

継
続
６

②
トンネルの点
検支援技術

約1.1万箇所

健全性の診
断のための
情報を定量
的に把握で
きる

構造物の残
存耐力等を
推定し、診断
の定量化が
可能

道路トンネル
定期点検要領

（一社）日本建
設機械施工協

会

継
続
７

③

広域において
安定供給可能
なアスファルト
舗装技術

①遠いプラントからもア
スファルト混合物を
調達して舗装できる
②従来と同等以上の
耐久性の確保
③舗装のLCC抑制、再
生利用が可能

全国
約122万km

従来よりも広
域への運搬
（1.5時間以
上）が可能な
アスファルト
混合物

従来と同程
度以上の耐
久性を有す
る

従来と比較し
てLCCおよび
再生利用の
観点におい
て同等以上

舗装の構造に
関する技術基
準

（一財）国土技
術研究セン
ター

令和５年度 新技術導入促進計画 ②

重点分野

①斬新なアイデアの取り込みや道路の周辺にある技術分野との連携による
道路の多機能化・高性能化

② ＩＣＴ技術を積極的に活用し業務プロセスを改善
③ 性能規定化及び性能を確認する手法の明示により新材料・新工法の実証を推進

※１ 参考までに提示しているものであり、必ずしも対象規模の全てに導入するものではない
※２ コストの制約の中で新たなニーズに対応するために、リクワイヤメントの視点を全て満

たした上で、トレードオフとなる部分（例えば装置等の寿命や精度、外観、使用性等）に
ついての提案も積極的に取り入れて検討を進める。
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新
/
継

重
点
分
野

技術名 ニーズ
対象規模
（※１）

リクワイヤメントの視点（※２） 改定・策定
予定の技術
基準

導入促進
機関① ② ③

継
続
８

③
超重交通に対
応する長寿命
舗装技術

①国際コンテナ交通に
対応した舗装技術の
開発
②補修時の通行規制
時間を短くできる
③舗装のLCC抑制、再
生利用が可能

約35,000km
(重要物流道
路（H31.4.1指
定））

44t国際コン
テナ車両連
行に対応した
耐久性を有
する

従来よりも少
ない時間で
施工・交通解
放が可能

従来と比較し
てLCCおよび
再生利用の
観点におい
て同等以上

舗装の構造に
関する技術基
準

（一財）国土技
術研究セン
ター

継
続
９

②

土工構造物点
検及び防災点
検の効率化技
術

①近接目視等によらな
い長大法面・斜面の
点検
②災害要因や安定度
等の適切な判読など
点検の質の向上
③点検時（現場作業や
記録時）の安全性確
保と労力の軽減

特定土工点
検
17,000か所
（直轄管理）

近接目視に
よらず土工構
造物の変状
の有無等を
確認できる

土工構造物
の経過観察
箇所、防災点
検の要対策
箇所やカル
テ箇所にお
いて、従来と
同程度以上
の精度で定
期的な確認
ができる

従来よりも現
場作業及び
記録管理で
省力化（低コ
スト化）できる

道路土工構造
物点検要領

防災点検要領

（一財）土木研
究センター

現地確認や
地形判読に
よらず、点検
対象区間の
選定や安定
度の確認が
できる

新
規
１

①
道路構造物の
計測・モニタリ
ング技術

①地震発生時などに車
両が通行できるか否
かなどを把握
②構造物の耐荷力不
足の兆候や異常など
を検知

全国
約122万km

低コストで、
設置・計測が
簡易

計測する機
器など自体
のメンテナン
スが不要もし
くは簡易

交通荷重や
災害、自然環
境に対する
耐久性

ガイドライン
（案）の作成

（一財）橋梁調
査会

令和５年度 新技術導入促進計画 ③
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新
/
継

重
点
分
野

技術名 ニーズ
対象規模
（※１）

リクワイヤメントの視点（※２） 改定・策定
予定の技術
基準

導入促進
機関① ② ③

新
規
２

②
災害時に遠隔
で道路を巡視
できる技術

①発災直後に遠隔で
迅速に管理する道路
の状況を把握
②上記を速やかに関
係者と共有

全国
約122万km

天候に左右
されずに管
内に渡って状
況把握が可
能

職員が現地
に赴く必要な
く状況把握が
可能

停電時にも
通信（関係者
との画像等
の情報共有）
が可能

ガイドライン
（案）の作成

※省内技術検
討会を活用

令和５年度 新技術導入促進計画 ③
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